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本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
皆様、こんにちは
ただいまご紹介いただきました、全労済山形県本部の熊澤と申します。本日、『連合山形寄付講座・労働と生活』」を担当させていただきます。皆様と一緒に、学び気づきの多い、講義にしていきたいと思っています。どうぞ、よろしくお願い致します。
議題は『共済活動、たすけあいの現状と課題』という内容で講義を進めてまいります。

突然ですが、皆様にお聞き致します。全労済のＣＭをテレビ・コンビニ・金融関係・なで聞いたり・見たことがある方、手を上げて下さい。ありがとうございます。（思った以上に・・です。）これからもより身近に・より愛されるように努力をしてまいりたいと思います。

より身近に感じて頂けるように、数年前の全労済で扱った実例を２つ紹介致します。
１つ目は、皆さんも自転車に乗る機会が多くあると思いますが、ある駅付近の混雑した歩道で自転車に乗った男子高校生が主婦とすれ違う際に、自転車のハンドルと主婦のショルダーバックの肩紐が引っかかり主婦が転倒し怪我をしました。その主婦のが治るまでに要した賠償額１７４３万円が支払われております。
2つ目は、雷についてですが、山形県内では庄内地方に多く発生いたしますが、雷が落ちてパソコンやテレビなどの電化製品が壊れるケースも多々あります。何万円～１００万円の損害もあります。その損害状況に合わせて共済金が支払われております。
このように、予測できない危険対して備えが保険や共済です。（ｅｎｔｅｒ進む）




1 

１．全労済とは 
２．生協法の概要 
３．共済と保険 
４．全労済の概要 
５．全労済のあゆみ  
６．防災と減災と全労済 
 

 
 

目次 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本日のアジェンダは、この大きく６項目に分けてお話を致します。

特に全労済は生活協同組合であるということを、十分に理解していただきたいと思います。

それでは（ｅｎｔｅｒで進む）
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１.全労済とは・・・ 
豆知識 全労済のマークについて 

 全労済マークは火災の“炎”をイメージ

したもので、不慮の事故に対する労働者

共済の使命を表しています。また、円は

「支援」と「団結」を意味すると同時に内側

から外側に向かって伸びていることから

「発展」する姿がこめられています。 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、初めに全労済とは・・の説明を致します。
全労済のマーク・社章の意味は・・・（読み上げ）

「発展」する姿がこめられています。
イメージキャラクターは、向井　理　です。

（ｅｎｔｅｒ）





3 

全労済は正式名称を  

「全国労働者共済生活協同組合連合会」  

                                                といい、  

「消費生活協同組合法」 にもとづき、  

「厚生労働省」 の認可を受けて設立された、 

共済事業を行う 「協同組合」 です。 

 

（１）はじめに 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
全労済の正式名称は・・・（読み上げ）

全労済は保障を扱う（生活協同組合）生協です。これは『消費生活協同組合法』に基づき、『厚生労働省』の許可を受けて設立さております。
全国４７都道府県に単位都道府県本部があり、それぞれ都道府県で運用をしています。

 （ｅｎｔｅｒで進む）
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「協同組合」＝生活をより良くしたいと願う人びとが、自主的に 

         集まって事業を行い、その事業の利用を中心に 

         しながら、みんなで活動を進めていく 

                            組織です。 

 
営利を目的としない 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

分野 法律（所管省庁） 協同組合 

農業 農業協同組合法にもとづく事業（農林水産省） 農業協同組合 等 

漁業 水産業協同組合法にもとづく事業（農林水産省） 漁業協同組合 等 

林業 森林組合法にもとづく事業（農林水産省） 森林組合 

消費 消費生活協同組合法にもとづく事業（厚生労働省） 購買生協、共済生協、 
大学生協 等 

商工 中小企業等協同組合法にもとづく事業 
（金融庁、経済産業省、国土交通省 等） 

火災共済協同組合、 
事業協同組合 等 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
協同組合は、生活をよりよくしたいと願う人々が自主的に集まり、事業を行い、その事業を中心としながらみんなで活動を進めていく、営利を目的としない組織です。

共済事業は、私たちが生活をしていくうえで、遭遇しその生活を脅かすさまざまな危険に対し、「組合員相互に助け合う」という活動を、保険の仕組みを使って確立した保障事業です。
各分野毎に法律（所管省庁）と協同組合がそれぞれ違っています。
農業・漁業・林業・消費・商工がありますが、私たち全労済は、分野で言いますと消費に該当します。同じ協同組合には、購買生協・共済生協・大学生協も含まれています。
（ｅｎｔｅｒで進む）
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 組合員があらかじめ一定の金額（掛金）を拠出して、
共同の財産を準備し、死亡や災害等の不測の事故
が生じた場合、共済金を支払います。 

     つまり、組合員の誰かが困ったときに、   
 他の組合員全体で助け合う仕組みです。 
 
     さらに、共済事業の概念は、 
  組合員がより豊かな生活を送るための 
  総合的な生活保障へと拡大しています。 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

「 共 済 」＝万一の出来事（病気や交通事故、火災、自然  
         災害など）に、協同組合の組合員が、お互いに  
                 助け合って備え、支える仕組みです。 
「共済事業」＝共済活動を保険の仕組みを使って確立した 
                 保障事業です。 

組 
合 
員 

全 
労 
済 

組合員 

共通の財産 
（共済掛金） 

万一のときの 

経済的保障 
（共済金のお支払い） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート

皆さんは、「全労済」という言葉からどんなことをイメージしますか？

右の図を見てください。

万一の出来事（病気や交通事故・火災・自然災害など）に、協同組合の組合員がお互いに助け合って備え、支える仕組みです。
つまり、一定の金額（掛け金）を拠出して、協同の財産を準備し、困ったときに共済金として支払って助け合っていくという事です。

さらに、共済事業の概念は、経済的な保障プラス組合員がより豊かな生活を送るための総合的な生活保障へと拡大します。
（ｅｎｔｅｒで進む）
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（２）共済掛金の構成 
 
①「純掛金」・・・共済事故が発生した時に支払う 
          共済金に充てるためのもの 
       →剰余が生じたときは割り戻し金にて還元 
 
②「付加掛金」・・・事業運営費に充てるためのもの 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
営利を目的にしないなら、どうやって職員の方々に給与を支払ったし、CMを流したりできるのか？
皆さんも素朴な疑問が起こるかと思います。
共済金というのは皆さんからお預かりする金額の事です。また、本日は、「純掛金」と「付加掛金」について説明いたします。

①『純掛け金』とは
「純掛金」は、共済金支払いに充てられるべき金額で、異常危険率掛金と
平均安全率掛金で構成されています。異常危険掛金は、台風や大火などの想定できない災害への備えの積み立てです。純掛金の３％を積み立てています。平均安全率掛金は、過去の実績の平均を基礎として算出してもの。平均より多く災害が発生しても、共済金が支払えるように上積みしている掛金のことです。そして、この「純掛金」は年単位で剰余金が生じた場合は、割戻し金で還元するしくみになっています。

②『付加掛け金』とは
一方、「付加掛金」は、事業運営費にあてるもので、人件費あるいは物件費、ＣＭ料にあっています。
双方の合計が共済掛け金です。

（ｅｎｔｅｒで進む）
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（３）全労済がめざす保障の考え方 
      私たちが勤労し生活していくうえで 
  さまざまなリスクがあります。 
  
     このリスクへ備えるのが保障制度です。 
 
     保障を考えるうえで重要なことは、  
    ① 社会保障等の「公的保障」 
    ② 勤務先や労働組合などからの  
        「企業・団体内保障」の仕組みや 
         保障内容を知り 
    ③ それでも足りない部分を「必要保   
     障額」として「私的保障（共済や  
    保険など）」 
  で備えることです。 
  

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

  

 全
体
で
考
え
ま
す

   

企業内保障 
  

企業・労働組合の保障   

公的保障 
  

社会保険制度等   

私的保障   
共済・保険   ①公的保障と 

②企業内保障を 

基礎として考える。 

③不足部分を 
「必要保障額」 
として、私的保障 
で備える。   

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
私たちの生活を取り巻くすべてのリスクに対する保障を「私的保障」だけで賄おうとすると、少し無理があります。
「公的保障」、「企業・団体保障」を含めてトータル必要保障を考え、リスクに備える事が大切です。考えるポイントは、公的保障制度や企業・団体内保障制度の仕組みや保障内容を知り、それでも足りない部分を「必要補償額」として、「私的保障（共済や貯蓄など）」で備えることです。

（ｅｎｔｅｒで進む）
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全労済は以上の考えにもとづき、 

 

ご自分のライフスタイルにあった 
ライフプラン実現へのお手伝い 

 
として 

 

保障の充実と家計支出の軽減、 
無理なく準備できる本当に必要な保障を 

 
組合員の皆さまと考えることをめざしてしています。 

 本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
全労済が提案する「生活保障設計運動」は、Ｐ７で説明いたしました考え方に基づき、ライフスタイルに合ったライフプラン実現のお手伝をおこない、無理なく準備できる本当に必要な保障について、組合員の皆様と共に考えることをめざしています。
（Ｅｎｔｅｒ）
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（４）総合的な暮らしの保障制度 
   全労済は、６つの分野で、組合員の皆さまの暮らしの 
  保障の生協として総合的に支えています。 

遺族保障
団体生命共済

こくみん共済

新せいめい共済

（終身生命・定期生命）

住宅・家財保障
火災共済
自然災害共済

医療保障
こくみん共済

新総合医療共済

（終身医療・定期医療）

いきいき応援

自動車関連補償
マイカー共済
自賠責共済
交通災害共済

老後保障
ねんきん共済

新総合医療共済

（終身介護・定期介護）

障がい・介護保障
こくみん共済
新総合医療共済
（終身介護・定期介護）

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
従いまして、全労済は、６つの分野で、組合員の皆様の暮らしの保障の生協として総合的に支えていきます。家族全員・建物全体を支えることが出来ます。
（Ｅｎｔｅｒ）
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   全労済・生協法による法人格の取得 
   ◎厚生大臣認可<法人化>（1958年5月・連合会） 
 

   2008年4月１日 新生協法施行 
  ※1948年の法制定以来、60年ぶりに抜本的に改正がされ   

   ました。 

   
  

 消費生活協同組合法 

（２）生協法の管轄：監督官庁                
      厚生労働省（社会援護局、地域福祉課） 

２.生協法の概要 
（１）共済事業：根拠法  （略称：生協法１９４８年制定） 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
全労済の根拠法である「消費生活協同組合法」、この監督官庁は厚生労働省です。
生協法は、2008年4月に60年ぶりに改正されました。これは、法制定から60年を経過した現在、生協を取り巻く環境や生協自身の姿が、法制定時とは比較にならないほど大きく変化しているからです。

前回の労福協の説明でもお話がありましたので、割愛させて頂きますが・・
Ｐ１２に移ります。
（Ｅｎｔｅｒ）
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各種の事業を実施する生協に対して・・・ 

○生協内部の組織・運営機能の強化 

○生協外部の者による監視機能の強化 

共済事業を実施する生協に対して・・・ 

○契約者保護と経営の健全性確保 

○組合員ニーズに応える円滑な事業実施 

（３）新生協法のポイント（２００８年４月１日施行） 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
パス


改正では、時代に合わせて、生協内部の組織・運営が強化されるとともに、生協外部のものによる監視機能の強化が図られました。
「契約者保護」「経営の健全性確保」および「組合員ニーズに応えるための円滑な事業遂行」のための整備が図られました。
この改正によって、共済事業を営む全労済の組織運営を変更いたしました。
（Ｅｎｔｅｒ）
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       新生協法においても変更されていない 
    生協の根幹をなす条文 
           第１条：「目的」 
            第２条：「組合員基準（生協が備えていなければならない基準）」 

            第９条：「最大奉仕の原則」 

  
 第１章 総則 
 ［目 的］ 
 第１条  この法律は、国民の自発的な生活協同組合の発達を 
    図り、もって国民生活の安定と生活文化の向上を期 
    することを目的とする。 
 

（４）生協法の根幹 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
しかし、60年ぶりの改正でも、生協法の中には、全く変更されなかった条文もあります。
第１条「目的」、第２条「組合員基準（生協が備えていなければならない基準）」、第9条「最大奉仕の原則」など、生協法の根幹を成す条文については、変更されていません。それだけ重要な条文ということです。

変更されなかった第１条「目的」とは、

「自発的な組織」であるといこと：他から強制されるのではなく、自らの考えによって行動する。自由意志に基づく開かれた組織。
「生活の協同」組織であるということ：日々の暮らしの全般にわたって、知恵を出し合い、力を合わせてよいものにするための組織　
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  ［組合員基準］ 

  第２条 消費生活協同組合は、この法律に別段の定めのある       
       場合のほか、次に掲げる要件を備えなければならない。 
 

(1)一定の地域又は職域による人と人との結合であること。 

(2)組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることのみを目的とすること。 

(3)組合員が任意に加入し、又は脱退することができること。 

(4)組合員の議決権及び選挙権は、出資口数にかかわらず、平等であること。 

(5)組合の剰余金を割り戻すときは、主として事業の利用分量により、 

   これを行うこと。 

(6)組合の剰余金を出資額に応じて割り戻す場合には、 

   その限度が定められていること。 

  

 ２ 消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会は、これを特定の政    

  党のために利用してはならない。  

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
第2条の「組合員基準」
（１）一定の地域又は職域による人と人との結合であること。
（２）（お読み取りを頂く）
（３）（お読み取りを頂く）
（４）（お読み取りを頂く）
（５）（お読み取りを頂く）
（６）（お読み取りを頂く）


２、特定の政党のために利用してはいけない（読み上げ）
（ＥＮＴＥＲ）
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  第２章 事業 

 ［最大奉仕の原則］ 

  第９条   
 組合は、その行う事業によって、その組合員および会員
（以下、組合員と総称する。）に最大の奉仕をすること
を目的とし、営利を目的としてその事業を行ってはなら
ない。 

  「非営利の原則」という条文 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
そして、
第9条　最大奉仕の原則とは・・・
組合は、その行う事業によって、その組合員およぶ会員に最大に奉仕をすることを目的とし、営利を目的としてその事業をおこなってならない。
すなわち、『非営利の原則』という条文
（ＥＮＴＥＲ）
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３.共済と保険 
（１）共済と保険の仕組み 
     共済も保険も、リスクに対する経済的保障（補償）を行う   
    ものという意味では全く同じです。 
      
     ①リスクの発生率と損害程度に応じたコストを、共済掛 
       金又は保険料というかたちで加入者が負担しあう 
      
     ②共済掛金または保険料からリスクに遭遇した人に共    
       済金または保険金が支払われる 
      
     という基本的枠組みは共通。 
 
           

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここから、共済と保険の仕組み（違い）を説明いたします。
共済も保険もリスクに対する経済的保障をおこなうという意味では、まったく一緒であります。
違う点は
（Ｅｎｔｅｒ）
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共済 保険 

事業展開のあり方 
特定の地域や職域でつながる組合
員という限定された方を対象に共済
を提供 

不特定多数の方々を対象に
保障を提供 

加入時の心得 
生活協同組合のもつ社会的文化的
な存在価値・アイデンティティに賛
同し、受け入れ、保障という経済的
欲求を満たす 

保障という経済的欲求が存在
するときのみ、加入者と保険
会社との関係が発生する 

資金の運用 公社債中心 大企業株式取得、貸付金など 

担当官庁 厚生労働省 金融庁 

法 生協法・保険業法 保険業法 

（２）共済と保険のあり方の違い 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まずは、事業展開のあり方です。共済の場合は、特定の地域やあるいは職域で繋がる組合員という限定された方を対象に共済を提供する。
一方、保険の場合は、不特定多数の方々を対象にしているという事。
次に、資金の運用方法です。共済は公社債を中心に安定した対応をおこなっています。一方保険は、大企業株式取得や貸付金などが中心です。
今、各生命保険や損保会社は順調は収益状況ですがアベノミクスの影響による株高が大きく反映しております。
また、遵守すべき法につきましては、共済は生協法・保険業法ですし、保険は、保険業法です。
もちろん、用語も違っています。Ｐ１７の
（Ｅｎｔｅｒ）
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       共済と保険とは、法的に別体系のものですので、その事業で    
  用いられる基本用語も異なっています。 
 
共済 保険 用語の意味 
生命共済 生命保険 遺族保障、医療保障、年金などの共済（保険） 

火災共済 火災保険 住宅火災などの災害による損害を保障する共済（保険） 

自動車共済 自動車保険 自動車事故による損害を保障する共済（保険） 

共済掛金 保険料 契約者が負担する金額 

共済金 保険金 受取人に支払われる金額 

被共済者 被保険者 契約の保障対象となる人 

割り戻し金 配当金 剰余金から契約者に配分される金額 

共済（普及）推進 保険営業 加入者を増やすための活動 

（３）共済と保険の用語の違い 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
の通り、私たちは、共済を用いた名称を使用し、保険会社は○○保険と呼んでます。
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・ 名称 

・ 設立 

 

・ 保有契約件数 

・ 契約高 

・ 総資産 

・ 受入共済掛金 

 

 

＜2014年度決算報告＞ 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

１９５７年９月２９日 

全国労働者共済生活協同組合連合会  

３兆５,１５１ 

５,９５９ 

３,３１７ 

７６７.０ 

万件 

兆円 

億円 

億円 

４.全労済の概要 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に全労済の概要です。
設立は、１９５７年９月２９日です。来年で６０周年を迎える事になります。
保有契約件数・・（読み上げ）
契約高・・・・・・・・（読み上げ）
総資産・・・・・・・・（読み上げ）
受入共済掛金・・（読み上げ）
次に
（Ｅｎｔｅｒ）
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      みんなでたすけあい、 

      豊かで安心できる社会づくり 

組合員の全労済 

正直な全労済 

努力の全労済 

理念 

信条 

組合員の皆さんと共有すべき全労済の変わらぬ価値観 

理念実現に向けた全労済役職員の行動規範 

２００７年９月２７日 創立５０周年を機に制定 
本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
理念は、「みんなでたすけあい、豊かで安心できる社会づくり」は、全労済の変わらぬ価値観（最上位概念）であり、信条は、この理念を実現していくための私たち全労済職員の行動規範です。これは２００７年９月２７日の創立５０周年を機に制定されました理念と信条でございます。
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労働者のたすけあいから生まれた全労済 

    戦後、労働組合や政党の活動が、自由に行えるよう
になり、協同組合においても、1945年11月には、戦前
の協同組合運動の指導者がイデオロギーを超えて大

同団結し、「日本協同組合同盟」を結成し、賀川豊彦
氏が会長になった。 

     

(1)日本協同組合同盟の設立（ 1945年） 

５.全労済のあゆみ（全国） 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
賀川豊彦氏は、日本の協同組合の父と言われています。
ノーベル賞の候補者にもなった方です。
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大阪労済の生まれた理由 

  ① 火災時のカンパ活動や会社内見舞金制度の低額さ 

  ② 当時、住宅の保障は高い料率設定で労働者を中心 

   に無保障状態だった 

  ③ 労働組合の団結意識の強化と労働者共通の「共済  

   制度」づくり 

適正な保障、 お手頃な掛金、 働く者たちの連帯強化 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

(2) 大阪労済創立（1954年12月） 
  ・・・昨年12月に創立60周年を迎えた 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
全労済は、1954年12月、大阪で「労働者の助け合い」から生まれました。なぜ、大阪で生まれたのでしょうか？
その当時の労働者の住居は、木造の粗末な家屋が多く、一度火災が発生すると、瞬く間になめるように燃えてしまったそうです。でも、火災保険には、高くては入れない、庶民の家屋は危険率が高くて（燃えやすくて）保険会社は加入させたがらない、ならば、自分たちで自分たちのためにお金を出し合って助け合いの組織を作ろう。それが始まりです。働く者どおしの連帯、団結意識が形となったのです。
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① 1958年５月  労済連が生協法人取得 

② 全国に労済のネットワーク広がる 

 ※ １番目 ・ 大阪、２番目 ・ 新潟 ～ 46番目が埼玉（1964年）で完了。47番目は沖縄労済。   

(３）「労済連」の発足（１９５７年９月２９日） 

(４） 「全労済」創立（１９７６年６月３０日）全国統合 

     ① 運動方針の一本化  
 ② 共済制度の一本化 
 ③ 損益会計の一本化 
 ④ 機関・事務局運営の一本化 
 全国組織統合の構想と展望を明確にした。 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
1957年9月「労済連」の発足、ここから数えて50年（2007年9月）
新潟労済では、新潟大火、発足してからわずか5カ月後に大火災に遭遇しました。このとき、まだ発足してから5カ月しかたっていないので、資金が集まっておらず、被害にあわれた組合員さんに保障できない状態でした。
そこで、組合員の総力をあげて、共済金を支払うために銀行や労働組合にお金を借りて、被災者を救いました。その結果、掛け金収入を上回る給付金を支払うことができました。
新潟では、1964年に新潟地震も発生し、大きな被害を受けました。
新潟大火以降、新潟労済だけでなく、全労済全体で「負債はいつかは返せる、失った信頼は永久に取り戻せない」という名言が脈々と引き継がれています。
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５、全労済のあゆみ（山形県） 
  （１）山形労済の創設 
    1956年8月10日 山形県勤労者火災共済生協設立準備委員会発足 

    1957年6月4日  創立総会開催 

             （場所 山形市木の実町 県労働会館講堂） 

            活動方針：火災共済2万口 

                 加入者（出資者数）1万人を目標 

    1957年7月1日  労働会館の一室に事務所を構え事業開始 

            法人認可の申請も行う 

            →1960年3月1日資格取得 

      

 

  （２）田川炭鉱住宅大火（当時西田川郡温海町･現在の鶴岡市） 
    1959年1月18日 罹災組合員２３名 

              創立まもない山形労済が直面した最大の試練 
本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
しからば、山形県の全労済のあゆみどうなのか？
（１）山労済の創設
（読み上げ）
（２）田川炭鉱住宅大火
（読み上げ）
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（３）総合（慶弔）共済の実施（１９６２年４月１日事業開始） 
 

（４）団体生命共済事業の発足（１９６５年１０月１日〃） 
 

（５）地区推進組織の確立（１９６７年） 
     結成準備会の各地区協力会が基盤となり地区協力会が発足   
     まとめ役として県単産労済協力会が設立される 
 

（６）酒田大火の発生（１９７６年１０月２９日）全労済 全国統合３日前  
  ・ 罹災組合員２６７名（全焼２１３名） 
   ・ 給付総額 ４億２４００万円 

  全労済本部および全国の労済から５１００万円の救援金が送ら
れ山形労済の欠損金は半減することができた。 
  ・ ２０１６年１０月２９日で発災から４０年を迎える 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続いて
（６）酒田大火の発生
毎年大火を風化させない活動として　各地域輪番制で防災カフェを実施
今年は酒田大火から４０年ですので酒田地域で防災カフェを実施いたします。
（Ｅｎｔｅｒ）
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1995年1月17日(火)早朝5時46分52秒 
               阪神淡路大震災発生 
 ・震源の深さ：14.3km 
 ・マグニチュード：7.2 
 ・死 者：6,401人 
 ・負傷者：40,092人 
 ・家屋倒損壊：248,412棟 
 ・避難生活者：30万人以上 
 
【出典：人と防災未来センターHP】 

発生後、ただちに災害対策本部を設置。 
全国の職員が支援要員として動員され、罹災者宅1軒1軒を訪れてお見
舞いと調査にあたりました（全国から職員をのべ5000名以上） 
共済金と見舞金の支払総額 約185億円 

５.全労済のあゆみ（大災害） 
（１）阪神淡路大震災 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
２０年前の阪神淡路大震災の事は、皆さんはまったく記憶にないと思いますが、１９９５年1月１７日（火）早朝5時４６分５２秒に震源の深さ１４．３Ｋｍ　マグニチュード７．２の大震災が発生いたしました。
全労済では、このような大規模な災害発生時には、少しでも早く罹災者の助けができるよう、早急に災害対策本部を設置し、全国の職員が支援要員として動員され、罹災者宅を1軒1軒訪れてお見舞いと調査にあたります。

しかし、これ以上の大震災が3月11日に発生しました。
時間をみて調整
（Ｅｎｔｅｒ）
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     ◎ たとえ一人一人の力は小さくても、大勢で助け合えば 
           大きな力となる。 
            たとえどんな困難に直面しても、働く仲間が信頼し連 
        帯すれば必ず克服できる。 
       

       「自然災害に対する国民的保障制度を求める国民運動」として 

       「国民会議」発足。（1995年１月～1996年７月） 

 

       2,500万人の署名達成 

  

       1998年5月15日 通常国会で法案が可決成立。  

                「被災者生活再建支援法」として 

       1998年11月より施行。 

（２）阪神淡路大震災 「被災者生活再建支援法」の成立 

中心は４団体 
・全労済グループ 
・日本生活協同組合連合会 
・連合 
・兵庫県 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
1人の力は小さくても、その一つ一つが集まれば大きな力となります。
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     2011年3月11日（金）14時46分 三陸沖で発生                  
    ・震源の深さ：24km 
    ・マグニチュード：9.0 

    ・死 者：15,883人 

    ・行方不明者：2,651人 

    ・負傷者：6,025人 

   （2013年11月8日現在、警察庁緊急災害警備本部発表） 

＜2015年6月末時点＞ 
    ◆お支払い金額 １,２６５億円 
 ◆2014年度においても、８億円のお支払い 
 ４年１０カ月経過した今も、「最後のお一人まで」 
全労済の総力をあげて被災者対応を行っています。 

（３）東日本大震災 

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
しかし、２０１１年３月１１日（金）に阪神大震災より大きな震災が発生致しました。

それが、東日本大震災です。
震源の深さ・・・


＜２０１５年６月時点＞
◆お支払い金額・・・
◆２０１４年度でも８億円の支援金・共済金としてお支払いをしております。
全労済は、最後のお１人までを心に秘めて　全労済の総力を挙げて被災者対応をおこなっております。
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６．防災と減災と全労済 
災害とは・・ 
１、人的災害 ・火災・爆発・伝染病など 
２、自然災害 ・地震・津波・台風・雪害など 
・防災は、被害を出さないようにするのが目的（火災対応） 
 防災の大半は火災に対する内容・行動です。火災を防除・鎮火させる
あるいは未然に対応する事です。消火活動や危険箇所を調べるなど 
・減災は、被害を最小限に抑えるのが目的（自然災害対応） 
発生前対応：家族で話し合う・家具の転倒防止・備品の準備など 
発生時対応：安全な場所で身を守る・落ち着いて火を消すなど 
発生後対応：正しい情報を入手・負傷者を助ける・適切な場所など 
全労済対応：経済的にお役に立ち１日でも早く安心な                                                                                                                                                     

本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

生活ができるようにお手伝いをすることです。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　次に、防災と減災と全労済について説明致します。
災害とは、大きく２つに分類されます。
１、人的災害　２、自然災害
また、防災と減災と違いですが、
防災・・（読み上げ）
減災・・（読み上げ）
全労済対応・・（読み上げ）
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ご清聴 誠にありがとうございました。 
本講座についてのお問い合わせがございましたら、 

お気軽に下記にご連絡ください。 

   

             全労済山形県本部 

          本部長 熊澤 年啓  

    

   全労済山形県本部 

      TEL：023-646-4666（代表） 

      〒990-0827     山形市城南町1-18-22 

      http://www.zenrosai.coop/ 
本資料は情報提供を目的としたものであり、商品の推進・販売を目的とした募集資料と
しては使用できません。なお、本使用以外への配布・掲示は固く禁じます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
以上でございます。
短時間での説明で尚且つ専門用語も数多く出てきてましたので
皆様には分かりにくい部分が多くあったと思いますが、少しでも全労済に興味を持って頂ければと思います。また、全労済は生活協同組合であるということを、理解していただけたら幸いです。
ご清聴ありがとうございます。


